
<問い合わせ・書類提出先> 

 

 

社会福祉法人福岡市社会福祉協議会 地域福祉課 
 

〒８１０－００６２ 

福岡市中央区荒戸３丁目３－３９ 福岡市市民福祉プラザ２階 

電 話 ０９２－７９１－６３３９ 

ＦＡＸ ０９２－７１３－０７７８ 

E-mail chiiki@fukuoka-shakyo.or.jp 

ホームページ https:// fukuoka-shakyo.or.jp 

 

 

➢ 申請書様式は、窓口で配布しています。ご要望に応じて、データでもお渡ししています。 

➢ まずは、お電話・来所にてお気軽にご相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．助成対象団体 
   活動している会員数が３名以上の、次のいずれかに該当する、福岡市内で活動する、社会

福祉分野の団体等。 

（１）当事者団体 

（２）ボランティア団体 

（３）地域団体 

（４）教育・研究機関団体 

   （５）その他、ひとり親家庭等を地域で支える取組みを行う団体等 

※ただし、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）以外の法人格を有する団体は除きます。 

 

また、次にあげる要件をすべて満たしていること。 

 ① 定款・会則等を備えていること。 

 ② 本事業において、明朗な会計・経理を実施・報告できること。 

 ③ 宗教または政治活動を目的としていないこと。 

ひとり親家庭等が孤立することなく生活できる地域社会の形成を支援する

ことを目的として、ひとり親家庭や社会的養護が必要な子どもたち等（以下「ひ

とり親家庭等」という。）の福祉を増進し地域で支える取組みやひとり親家庭

等を含む子ども・子育てに関する先駆的な取組みに対し、助成を行います。 

福
岡市母子福祉会芙蓉基金



２．助成対象事業 
   令和 7 年度中に福岡市内で実施する、次のいずれかに該当する事業。 

（１）当事者や住民が中心となって取り組むひとり親家庭等を支える地域づくりに資する 

事業 

（２）ひとり親家庭等を支える地域づくりに資する調査・研究事業 

（３）その他、地域の様々な福祉ニーズに対応した事業のうち、本助成事業の趣旨に合致 

する事業（例：生活に課題を抱える世帯に対する学習支援や食育 等） 

    

※１回から数回程度、一時的に開催されるイベント等の「単発事業」と、一定期間定期的

に連続して開催されたり常設されたりする事業で、申請時に事業が開始されておらず、

原則として次年度以降も続けて実施を予定している「継続事業」のどちらも対象となり

ます。 

※ただし、主たる参加者が福岡市外のひとり親家庭等である事業、営利を目的とする事

業、他の補助金の交付を受けた事業、事業の大部分を第三者に委託したり資金を交付し

たりする事業、介護給付等のサービスの対象となる事業は対象となりません。また、専

ら娯楽や行楽のみを目的としたレクリエーション事業については、主たる参加者がひと

り親家庭等である場合以外は対象となりません。 

※同一事業への助成は３年（３回）までです。継続事業の場合は、連続した期間での申請

を行った場合のみ複数年助成の対象とします。 

 

３．助成金額 
（１）当事者や住民が中心となって取り組む事業 

①単発事業 上限１０万円   ②継続事業 上限１５万円 

（２）調査・研究事業 

単発事業・継続事業  上限３０万円 

 

※助成額は、事業に要する経費の９割の範囲内とします。 

  ※助成の回数は、原則として年１回とし、当該年度の事業経費として交付します。 

  ※助成対象経費は、事業を実施するために必要な経費（謝金、旅費、賃借料、消耗品費、印

刷製本費、通信運搬費、会議費、保険料等）とします。ただし、団体メンバーに対する人

件費や謝礼金、事務所等で恒常的に使用する備品の購入費用、申請した事業に直接関係の

ない費用等は対象となりません。 

  ※継続事業の場合、２年目以降は助成上限額を下記のとおり逓減します。 

   助成上限額 

当事者や住民が中心となって取り組む事業 調査・研究事業 

２年目 １０万円 １５万円 

３年目 ５万円 ８万円 

 

 

４．申込み方法・受付期間 

（１）申込方法 

   福岡市社会福祉協議会及び各区社会福祉協議会の窓口で配布する「助成金申請書」を

記入の上、必要書類を添付して福岡市社会福祉協議会に持参または郵送で提出してくだ

さい。窓口開所時間は平日午前９時～午後５時３０分です。 

 

（２）申請書配布・受付期間 

   ①第１期募集 令和 7年１月１4日（火）～３月 31日（月） 必着 

②第２期募集 令和 7年４月 １日（火）～９月３０日（火）必着 

 

５．選考・交付 
審査委員会で選考の上、その結果を文書で通知します。 

（①令和 7 年４月中旬～下旬、②令和 7 年１０月中旬～下旬） 

その後、助成が決定した団体に助成金を交付します。 

 

６．報告・その他 
（１）報告 

事業終了後、原則として１ヶ月以内または、年度末の末日のいずれか早い日までに「事

業実績報告書」を提出してください。原則として、申請後の内容変更はできませんが、や

むを得ず変更が生じる場合は、あらかじめ福岡市社会福祉協議会の承認を得てください。

事前に連絡なく事業費総額に変更が生じた場合は、事業費総額から助成額の再計算を行い

ます。再計算後の助成額が交付額を下回った場合は、差額の返還を求めることがありま

す。 

 

（２）その他 

・所定の書類の欄はすべて記入してください。 

・助成金の使途は、見積書等の添付の必要はありませんが、できる限り正確な金額と積算

根拠を記入してください。 

・提出された書類は、選考結果に関わらず返却しません。 

・申請に要する経費は、すべて申請者の負担とします。 

・選考の過程及び内容についての問い合わせには応じません。 

・助成金を使用する際は、団体や個人所有のカード（クレジットカードやポイントカー

ド、プリペイドカード等）やアカウント等に、購入額に応じたポイント（後日金銭とし

て充当可能なもの）が加算されないようにしてください。加算されていることが確認さ

れた場合は、加算されたポイントを差し引いた金額を事業費総額とし、助成額の再計算

を行います。再計算後の助成額が交付額を下回った場合は、差額の返還を求めることが

あります。 

・助成団体については、団体名・活動内容・助成額・助成金の使途等について、福岡市社

会福祉協議会のホームページや広報紙等で公表することがあります。 


